社団法人千葉県社会福祉士会
平成20年度第２回理事会議事録
日　時：平成20年7月27日（日）10：00～１1：30
場　所：千葉県社会福祉センター　4階会議室
出席理事：山﨑、岡本、稲永、林、目黒、五十嵐、神山、久保田、岸、小倉、鈴木、吉田、染野、豊嶋、北、杉山、笠原、石川、宮島、（１９名）
委任状提出者：馬場（１名）
議長：山﨑

出席相談役：三橋（１名）

出席代議員：出羽（１名）

事務局・議事録：事務局員　宮本（１名）

１、出席者及び資料の確認

会長　　　本日の流れをご説明いたします。理事会とその後、千葉県の健康福祉課の課長さん等がお見えになり、ミニタウンミーティングを行います。話の内容として、県が福祉に関する計画を作っておりますが、これに関するヒアリングを行う予定となっております。皆様のお手元にすでに、予算や計画が届いていると思いますが、どちらかというと、福祉の仕事に就くものとしてサービスを利用するものたち、サービスを提供しているものたちの代弁者として、直接、県庁の方々に伝えていくことができたらと思っております。

報告事項につきましては、前回お話したとおり質問がなければ、ペーパーベースでいこうと思います。中でもこの資料が出た後、確定したものがございまして、資料52頁千葉県地域包括支援センター職員研修業務委託について、事務局長・須田さん・私とプレゼンに行ってきました。かなり厳しいご意見もいただきましたが、内定をいただきました。細かい部分等は事務局と打ち合わせを今後していく予定となっております。皆様のお手元には、内定が取れたかどうかは、記載されていないので、ここで付け加えさせていただきます。なお、地域包括支援センターの仕組みがソーシャルワークを象徴しているような組織であり、この会上げて是非、取り組んでいきたいと考えていますので、ご協力の程よろしくお願いいたします。

　　　　　　　各委員会の報告内容でご質問等ありますか。もし、ないようでしたら、各委員会で付け加えたい部分がございましたらご発言願います。いかがでしょうか。

　鈴木　　　理事会後、13時より基礎研修会がございます。８１名の参加希望者がおります。基礎研修会は部会活動に興味を持つ、きっかけになります。部会の紹介をそれぞれお願いいたします。また会場を変えて、懇親会もございますので、是非皆様もご参加下さい。　

　小倉　　　５２頁検討希望事項についての確認をお願いします。

①について会長より、　根拠を持って資料作成すれば、よしとする。②について会長より引き続き、弁護士会と協力して実施してくれれば、よしする。③について会長より、虐待対応専門職チームについて、色々な市に確認してもらったが、弁護士の先生とも何回か打ち合わせをしてもらったと思うが、市町村ベースでやっているところもあるが、千葉県べ-スで予算化をしてもらえないか、事業化してくれないかと言う要望書を出してくれないかということですね。市町村レベルで行うと、５６市町村がどのようにやるのかという問題も出てくるので、千葉県レベルでやれればよいと考えており、千葉県の所管化も対応していかなければならないと考えており、出来上がったらペーパーベースで皆様のお手元に届くように事務局より要望書をお送りする形をとり、皆様のご意見を受けたいと思います。

　　　　　　役員設定について、三役の中から２人を選出してもらい、決定して行きたい。今後の会の方向性を決めていく中で、執行部の意見を聞き、実施して行きたいと考えております。

会長　　　三役の中で２人を決めていくことでよいか。

豊嶋　　　お願いします。

それでは議題に入っていきます。

●議題　　　　
（議題１）虐待対応専門職チームについて
小倉　モデル事業は今回は難しい。来年度できるかどうか検討していきたいと考えている。

会長　引き続き来年度に向けて検討をしていって下さい

目黒　窓口はどこなのか明確にしていく必要性があるが、ぱあとなあか、総合相談委員会なのかを決めているのか。

事務局長　ぱあとなあと総合相談委員会が協力して行っていくことに変わりが無い。

目黒　前回の理事会では、確かぱあとなあがやることに決まっていたと認識していたが、そのことを確認したい　

会長　　虐待対応窓口はしっかり決めていかなければならない。結論として、窓口を総合相談委員会とし、引き続き、弁護士会等でぱあとなあと総合相談委員会が協力して行っていくことで決定とする。

（議題２）会と会員間の契約関係について

会長　　「平成２０年度の収支見込みの把握、会員としての活動における金銭の透明化について」お願いいたします。

稲永　　この理事会で、これについて会としてやるかどうか、可か否かを求めたい。

まず１点目、平成20年度の収支見込みの把握についてだが、第一四半期終了した結果、事務局の体制について、賃金が非常に厳しいことが分かった。また、もう１名短期雇用職員を増やすという話もでてきております。もう一つは、前年度までの会計の考えで、何か統一したフォーマットを作成するなどして、予算の執行状況がきちんと管理されているかということに対して、ないということ分かった。それはありえないことである。つまりどのような種類のお金がいくら入り、事業を実施した結果、どういう科目に動きがあったのか、収支・収益、一般管理費等の定型のフォーマットがないので、まずは20年度について作成し明らかにしていきたと考えている。時期については、上半期が終了するころに１回やりたいと考えている。すでに事業が終了したものについては、実施状況の報告を、また、そうでないものは予算を作ってから時間が経っているので、上期終了した時点で、予算現額を考えたなかで、これからどのように事業を行っていくか。内容としてはどういう収入が入ってくるのか。入ってきた収入のなかで賄えるのか、賄えないとしたら会としてどのようなことが必要になってくるのか。また支出の方もきちんと同じように管理していきたいと考えている。皆さんにご承認していただけるのか。フォーマットについては統一した物を作成したいと考えている。これを基に平成２１年度の予算を10月位から年末にかけて作っていき、１月に理事会として結論を出し、総会に諮っていきたいと考えている。そして、２１年度も同様に実施して行きたい。また、必ず事業を実施するときには、事務費に拠出金を考えていただきたい。たとえば、委員会に100お金が入ってきて、全て委員会が使い事務費が残らないということでは、事務局の賃金が払えない。そのことを是非考えていただきたいと思います。

二点目として、会員としての活動における金銭の透明化についてですが、前回の理事会でも話が出ましたが、他の県会で金銭に端を発する事件が起きている。会として関わったものについては、会が会員について謝金等を支払ったものは把握できているが、そうでないものであっても会が関与したものについては、きちんと明らかにしていく必要がある。たとえば、委員として誰かを推薦し、委員会に参加をして、謝金を直接もらったような場合でも、それをきちんと報告して頂き、理事会でこういう仕事をしたらこのくらいの収入が入ったということを示していくべきである。例えば他の活動としては、ぱあとなあでは家庭裁判所がきちんと認めたといっているが、それは会として活動しているのであって、家庭裁判所が直接個人にというわけではなく、会に一切関わらないで、活動を行っているわけではない。その報告は委員会にあがっているはずですから、委員会でそれを閉じることなく、きちんと理事会にあげていくべきである。会の活動をした者は、これだけの収入が個人に入っているということを報告し明らかにするべきであるという提案です。この提案について、今回承認かどうかを諮っていただきたい。

会長　まず１点目として、総額単価が増えていく中で予算の執行管理をしっかりしていかなければ、収拾がつかなくなってしまうということは、以前から五十嵐理事からも指摘されており、特に来年度どうなっていくのか、今どうなっているのか、を確実に把握していくためには、きちんと科目設定をしていかなければならない。それから、ここ１、２年はありませんが、２期くらい前に、入ってきたお金をそのまま使ってしまったりしていたこともあった。的確に使うためのものを導入しなければならないと考えている。今回、稲永理事から提案があったとおり、フォーマットを作成していただき、皆さんがそれをみて、意見をいただいて取りまとめていければ良いと思います。皆さんいかかでしょうか。

稲永　ポイントは事業単位・委員会単位です。

会長　それでは、科目設定をしてフォーマットを作成していただくのは９月頃と考えても良いですか。
会長　それでは、２点目に入りますが、法的に問題がなければ、襟を正す意味でも、お金をもらって仕事をするのはあたりまえのことであり、どういう形でお金をもらっているのか会員から情報の公開提示があった場合に、これはオープンにしていかなければ　ならない。聞かれた時に、答える義務があると考えている。前回の理事会の話で、直接的にどこか個人や団体の方と直接契約だからそこまでしなくてもよいのではないかとなったところです。ここは、きちんと決めていくべき点である。皆さんのご意見はいかかでしょうか。

稲永　ポイントの補足として、会の関わらないもの例えば会員個人が直接営業して、講師等の仕事をして収入を得たものを報告してほしいといっているわけでなく、会の名前・冠を持って収入を得たものについては明確にしていくべきである。

目黒　今後できるだけ、委員の推薦などは会からがよいと考えています。きちんとした手順を踏んで実施していくべきであると考えます。

会長　今の話をまとめると、今は会が推薦していない委員がいるとする。例えば会員全員に広報とかで呼びかけて、介護認定審査員をやっている人は、申し出て下さいと。もし申し出てくれれば、きちんと会として推薦だしますよというようなことも含めて、実施する。

目黒　もちろん個人の考え方があると思うが、どのくらいの人がかかわっているのかある程度は福祉士会が人数等も含めて把握していくべきと考える。また委員推薦も含め、会として全部が全部福祉士会推薦に基づいてが望ましいと考えます。

神山　色々なところから当会に対して、推薦依頼が届いていることが、役員になってよく分かった。千葉県社会福祉士会からいっている委員に対しての交通費等の内訳に対しては、是非オープンにしていかなければならないと考えている。仮に、社会福祉士会というふんどしで相撲をとっているのですから、明確にしていくべきでありますが、ただ、拡大解釈して、千葉県の中で社会福祉士会と看板を掲げて仕事をしている方にこれをあてはめていこうとすると、かなり莫大な労力が必要となる。差しあたって会から出ている人、会に関わっている人・活動している人を対象として、手始めにやっていくべきでないかと思います。やはりオープンにしていかなければいけないと思いますので、先ほど稲永さんからお話があった件は、稲永さんと同意見です。

稲永　繰り返しになりますが、個人の営業努力で稼いだお金の話ではありません。

会長　目黒理事からの話は、実際の介護保険や障がいの審査会も含めて社会福祉士がどういう市民活動・公益活動をしているかということをどこかの時点で、点と線を電子配信しているが、メール配信がよいかペーパーで伝えていくのがよいかは今後のことだが、公益活動について会員に調査をしていかなければならない時期なのかと思う。必要があれば、会から推薦していく仕組みがあることを示していく必要がある。その場合は、当然のことながら、会から推薦した場合にはもらったお金に関しては、報告していただくことの３つをやらなければならいと考える。

豊嶋　今、社会福祉士会から推薦を受けて、活動している方がいる。会と会員のあり方についても考えていかなければならない。利益相反の可能性もでてきてしまう可能性があります。

会長　お金については、きちんと確認してフォーマットを作ってくれる稲永理事にお願いしていき、誰が何の推薦を受けているのかということは、例えば、HPとかできちんと公開していったほうがよいのではないかと思います。

神山　一応、公開はしています。議事録として。

事務局長　募集に関しましては、HPにて公開し点と線ﾒｰﾙ配信の方に配信しております。その後、決定したことについては、事務局報告として議事録の中で載せています。

稲永　社労士会のやり方は、年に１回総会資料を作成したときに外部に対して、社労士会として誰を何に推薦したかを載せ、必ず会員に報告することになっている。その時々に決まった人を載せて行く事はよいが、年に１回きちんとした形で載せていくこともよいのではないか。

会長　総会資料では、掲載されているのか。

事務局長　掲載しております。
稲永　提案ですが、経験者ばかりやらない。是非、若手新しい人にもやってもらうようにしていくべき。決める時確かに経験は、判断材料になると思うが、いつも同じ人ばかりと思われる可能性あり。そこはやはり考えていくべきである。

豊嶋　あんまり偏ると、会員からクレームが来る可能性があります。

事務局長　委員推薦には２とおりあります。ひとつは、推薦を依頼してくる側から、指定・指名してくる場合。もうひとつ何も無くただ推薦してくださいと言う場合は、一般公募をしていきます。

神山　補足ということで、HP上で見やすいようにとご意見がありましたが、今大リニューアルをしております。そこに盛り込んでいけるようにしたいと考えております。

会長　理事の皆様にお願いしたいこととして、はいと手を上げる人をなるべく委員として推薦していきたいということはよくわかりますが、なかなか手を上げる勇気というものが難しいのではと思いますので、委員会や部会などで、若手の仕事ぶりをみなさん見ていると思いますので、推薦を後押ししていただきたいと思います。そうしないと、手を上げる人は決まってきてしまうのではないかと思います。

まず科目設定と予算執行管理について、９月に導入するということにつきまして、賛成の方挙手お願いします。（賛成多数で可決）
会として関わった活動におけるお金の流れについてきちんと把握をすることについては、役員の中、公開の範囲というもののたたき台はこれから出てくると思うが、まずは、きちんと把握する事についてご賛成の方は挙手をお願いします。（賛成多数で可決）
稲永　もう一つ、皆さんそれぞれボランティアなどで関わっているものについて、交通費や必要経費は会として活動するものについては、個人的には当然請求してもよいのではと考えております。

五十嵐　例えば、介護認定審査会の委員を行っておりますが、これは、会をとおしているものではないが、会の活動を行っている。このような場合は、含まれていくのでしょうか。

会長　今推薦している物についてのお金の流れを公開していくことと、どういう公益活動をしてますかのように、どこの推薦でやっているのかとアンケートのような形になってしまいますが、把握した上で、その方たちに会員に対して声かけして、会として推薦する報告に持っていくのか。それはそれでそのままにしていくかは、次の段階。

馬場　参考にはなりませんが、体育協会では、会をとおしたものについては、会が３０・個人７０という形で報酬が入っている。これは、委員会できまりました。広報は会の派遣について年二回会議をする。

豊嶋　リーガルも、会推薦は会費扱いとして、２０ほどは入っている。

杉山　まずリーガルサポートの会員になって、推薦名簿に載っていることが条件となる。家庭裁判所が、推薦依頼をリーガルに持ってきて、会員に対して、手を上げなさいという形になっている。

岸　報酬を一度納める。個別の委員会入らなくても、会全体のお金の中に入っている。

会長　ある意味そのような形にしてしまえば、報酬費用をやめてしまう人に出会わないかもしれない。社会福祉士は相手がかわいそうになってしまって、報酬費用の申立をやめてしまうこともある。

報酬が出ない人がいる場合、出る人から集めた物を払えない人に還元していく。

それは予算化すればよいこと。予算科目をしっかり決めてやればできる範囲のことである。

稲永　会として関わっているならば、それは会の活動となるわけである、入ったもの全部を事業執行で使ってしまってはいけないと思う。一方で、社会福祉士の士業として無償はいかがかなものかと思う。

会長　今の話ですが基本的には、ぱあとなあについては他県も含めて、仕組みをきちんと考えてほしい。９月くらいを目処に２つくらいのパターンを考えて行きたいと考えています。

目黒　任意後見を受けるときにぱあとなあという部分で相談が入ってきて、どなたかが契約を結ぶ。任意後見は法定後見と違って、なんらかの役割を持って行うべき。報酬についてもなんらかのしばりを持つべきと考えます。

会長　一般論として聞いて頂きたいが、本部の倫理委員会に関わっていて仕組みとして任意後見というのは、今、目黒理事がお話されたように、ブラックボックスになりやすい。何らかの形で、ぱあとなに連絡が入り任意後見になったことを報告するべき。報告と同時に、報酬もきちんと掴んでおかなければと、本部のいくつかの案件をみていて感じた。これがよそから見て適正なのかどうかということを、見る必要がある。法律解釈として、問題がなければ、社会は認めるのかというと、そんなことはない。客観性をいつも保つ為、努力したほうが、結果的にはお客様にとってもよいことなのではと思う。フォーマットは稲永さんの方で作って下さることになっておりますので、ぱあとなあの事務経費の部分についても、どのようにしているのかを会員の皆様で考えていかなければならないと思います。

稲永　事務局の実情を申しあげますと、事務局賃金もすえおきの状態が続いているのが現状です。

会長　各委員会やぱあとなあの紹介をした時の事務経費のところで、いくつか情報を集めていて頂いて仕組みとして、どのようなものが望ましいのか９月末の理事会にお示しいただきたいと考えております。

杉山　ひとつ訂正させて下さい。リーガルのことですが、５パーセントの定率といいましたが、定額です。1000円に変わりました。公益法人の問題の話もでてきておりますので、ご報告いたします。

会長　では、会員と会員間の契約について事務局からお願い致します。

事務局長　前回の理事会におきまして、話し合われましたが、今回皆様のご意見を伺いたい。業として行ったものについては、報酬を支払うべきか、それとも支払うべきでないか、支払うのであれば、費用弁償という形で支払うか。会員と会の関係・会と理事の関係、利益相反にあたってしまうのかも含めて、皆様と話し合いたいと思います。事前に皆様からいただきましたご意見を集約したものがお手元にあると思います。

会長　理事の関わったものは、全て無償にするのか、それともきちんと枠組みを決めてはらうべきなのかということについて、ご意見を頂きたい。

神山　あらかじめ、例えば半分とかにきめて、比率をきめてしまうのはどうだろうか。ゼロにしてしまうと、講師とかについては、やはり適任者が居なくなってしまう恐れもかんがえられる。このような方法がもしとることができれば良いのではないかと思います。

会長　もし研修報酬がゼロになったら役員ばっかりが講師になってしまう。費用対効果の関係で。通常の講師については報酬設定されている。これに0.5を乗じた額にしたらどうなのか。

豊嶋　会員と会、会員と理事、理事と会の関係は同じでよいのか。そこをきちんときめて置かなければ、利益相反などの恐れも出てきてしまうのではとのこと。

目黒　会員に対しては報酬あり。役員に対してはなしと整理して考えてもよいのではないか。

稲永　規定類をチェックしましたので、ご報告いたしますが、定款の考え方で仕組みを考えたほうがよいと思う。理事の役割は、「会務の執行を決定すること」である。これ以外も色々な業務を担って、それなりの仕事に関わった場合には、満額は報酬として払えないかも知れないが、一定の額は支払うべきでないのかと思う。ただし、定款上、理事については自己契約禁止条項を付けておいて、但し書きで、理事会が承認した場合は、この限りではないと付け加えるような形にしておかないと、全部、理事だから無償かというとこれは難しいと思う。前回の登記の手続きについて、会員で司法書士の方が関わった件についてもまだ支払われていないとのことで、これはおかしいと感じている。
豊嶋　理事と会は委任契約。利益相反の規定がある。民法５７条よりできる限り、理事はお金をもらうべきではない。講師は会員としての立場でやるべきと考える。

杉山　利益に関して、営業目的の利益なのかどうかにもよる、役員が講師になる場合は本当にこれにあたるのかは、わからない。予算が無くて支払われないのか。それとも利益相反にあたるからだめなのかをまず整理しなければならない。もし費用が支払える状況ならば、支払ってもよいし、そこまで厳格にしなければいけないのかと感じてます。

会長　今回法人登記を会員に依頼したところに問題があった。

豊嶋　今決めても、12/1より一般社団法人法が執行される。このことによって、従来の規定の効力がなくなるものがでてくる。定款をあたらしく作り変えなければならなくなるが。理事の過半数で決めていける性質もある。

会長　報酬については、適切かどうかをみていく。原則、稲永理事がお話されたように、利益相反になるので基本的に自己契約はできない。ただし、講師もそうだし、適切にこの場で判断されればよい。これについてこのような業務をここで理事の誰かにお願いしたとか、この中のメンバーがやらなくてはいけないのかをきちんとはんだんした上実施していけばよいと考えてよいのか。

基本原則は外注、誤解の受けない仕組みをとっていかなければならない。規定類の見直しをこれからしていかなければならない中で、稲永理事に、もしお願いしていくとしたとしてもこれを無報酬でと言うわけにはいかないと考える。

稲永　今後の規定類の見直し作業については、時間的に受ける事は難しい。

会長　これから、どのように誰が作業を行うかをきめていきましょう。

議題３について

事務局長　事務局からは、現段階の方法で行っていきたいと考えています。

豊嶋　メーリングリストだと目に入れなくてもよいものまで資料が入り、膨大になってしまうのではないか。

稲永　理事同士のアドレスがわかれば、例えば流してほしい情報が止まってしまったりすることがなくなるので、現理事間だけでわかるような方法で公開でよいと考える。

会長　意見を踏まえて、理事同士で、直接連絡を取りたい場合もある。また、情報が止まってしまったりすることも考えると、理事同士の間では、メールアドレスの公開をすることにいたします。

稲永　追加資料としまして、イオン幸せの黄色いレシートキャンペーンへの登録の提案についてお配りしましたが、当会も参加して行きたいと考えますが、皆様のご意見いただけますか。

会長　参加の方向ですすめていくこととして宜しいでしょうか。（全員賛成）
